On a Proposal of the Democratic Regulation of Transnational Corporations in Britain by 杉野 幹夫 & Sugino Mikio
イギリスにおける多国籍企業に対する民主的規制論
について
その他のタイトル On a Proposal of the Democratic Regulation of
Transnational Corporations in Britain
著者 杉野 幹夫
雑誌名 關西大學商學論集
巻 39
号 6
ページ 473-489
発行年 1995-02-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00019322
関西大学商学論集第39巻第6号 (1995年2月） （473)1 
イギリスにおける多国籍企業に対する
民主的規制論について
杉野幹夫
はじめに
本稿は，近年イギリスにおいて精力的に多国籍企業批判を展開している，
英国・バーミンガム大学 (Universityof Birmingham)のロジャー・サグ
デン (RogerSugden)教授らの研究活動を紹介し，筆者なりの検討を加え
ようとするものである心
彼らの研究が注目されるのは，以下の点にある。まず，根源的な多国籍企
業批判を展開していることである。彼らは産業組織論アプローチに立脚し
て，独占の弊害や，多国籍企業化による少数エリートの経済支配，国民国家
の主体性と利益の侵害を主張している。このことは，ただオーソドックスな
独占資本主義論の延長にすぎないものと考えられるかもしれない。しかし，
近年社会主義経済体制が崩壊し， 世界的に市場経済への志向が強まるなか
で，多国籍企業に対しても，進出国や受入国の双方でそれらの活動について
1)本稿は，筆者が1994年4月中旬から 3カ月間，関西大学在外研究員およびバーミ
ンガム大学名誉客員研究員 (HonoraryResearch Fellow)として行った研究成果
の一部である。 RogerSugdenらは，バーミンガム大学の ResearchCentre for 
Industrial Strategyを基盤として，多くの研究成果を公表している。なお，この
センター は， 1990年秋に設立され，主なメンバーは以下の通りである。
Roger Sugden (University of Birmingham), David Bailey (University 
of Birmingham), Keith Cowling (University of Warwick), George Harte 
(University of Edinburgh). 
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の肯定的な評価が広がっている現状を考えれば，古典的ともいえる多国籍企
業批判を，こうした時期に精力的に展開していることは，むしろ新鮮な印象
を与えるものとなっている。
第2点としては，彼らの議論は多国籍企業批判の理論的発展自体を目的と
するものでなく，イギリスにおける産業政策の立案に役立てようという，実
践的な政策志向によるものだということである。そしてこの点では，彼らの
主張は必ずしも歯切れのいいものではない。イギリス経済の現状を反映し
て，彼らの提言は控え目でソフトなものとなっており，彼ら自身，どのよう
な政策が望ましいのか，模索しているというのが実態であろう。
そして第 3に，こうした模索の過程として進められているのが，国際的比
較研究である2)。 なかでも日本の経済発展と産業政策は彼らの注目するとこ
ろであり，多くの著作において日本の事例が引き合いに出されている。とい
うのは，日本はイギリス的な自由放任政策の対極に位置し，政府が経済活動
に介入し，国内産業を保護しながら，産業政策によって高度経済成長を実現
してきたからである3)。 彼らの日本の産業政策についての把握はやや硬直的
で，通産省が果たした産業発展に対する役割を過大に評価しているきらいが
ないわけではない。しかし彼らがイギリスにおける産業政策を模索するなか
で，ひとつのモデルとして日本に注目していることは事実であり， 日本を含
めた国際的な研究交流が求められるようになったといえよう。
以下では，これらの研究の概要を紹介するとともに，イギリス経済におけ
る多国籍企業問題の特徴について考察することとしよう。
2)国際比較の成果をまとめたものとしては，次のものがある。 DavidBailey, 
George Harte and Roger Sugden, Transnationals and Government-Recent 
Policies in Japan, France, Germany, the United States and Britain, Ro-
utledge, 1994. 
3) Keith Cowling, Roger Sugden, Beyond Capitalism-Toward A New World 
Economic Order. Pinter Publishers, 1994, pp. 11-13. 
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1. 独占資本主義論アプローチによる多国籍企業論
まず彼らは，現在の市場経済を次のように批判する。「自由市場経済の現
実は，諸市場やそれらの中で動いている諸制度が，人口のうちのごく限られ
た有力な一部の人間によって操作されているということである」4)。そして
このエリートは，彼ら自身の利益のために影響力を行使するがゆえに，社会
全体にとっては最適なものではない。つまり，自由市場経済は社会的には非
効率な経済なのである。そしてこのことは，市場それ自体の問題ではなく，
市場が用いられる方法に関する問題だと主張する。
そしてこのエリート支配は，巨大企業における戦略的意思決定の集中をも
たらしている。このことが，現代市場経済における， 3つの相互に関連した
制度的欠陥をもたらしているとする。その特質とは，多国籍化 (transnatio-
nalism)5)，中央集権 (centripetalism)，そして短期志向 (short-termism)
である。
まず多国籍化については，それが企業と地域共同体の間の力の不つり合い
をもたらしていると主張する。つまり多国籍企業は，地球的規模での視野と
野心をもつことによって，国民経済を支配するようになり，個々の国民国家
や共同体の利益を裁断する可能性をもっている。
そしてこれは，中央集権と密接に結びついている。多国籍企業の戦略的意
思決定は，世界中でひと握りの主要都市に集中している。このことは，ある
特定の国にとって，どうにもならない結果をもたらしている。その国の発展
4) Keith Cowling, Roger Sugden, Industrial Strategy: A Missing Link in 
British Economic Policy, Oxford Review of Economic Policy, Vol. 9, No. 
3, 1993, p. 88. 
5)訳語の問題としては， multinationalが多国籍であり， transnationalは超国籍
と訳すのが通例であるo.論者によっては双方を使い分ける場合もあるが， Sugden 
らは， transnationalだけを用いているので，本稿では日本語として定着している
多国籍の訳語を使うこととした。
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パターンは，世界秩序におけるその国の位置に決定的に依存するが，その位
置は，その国の市民が決めるのではなく，企業の戦略的意思決定者たちによ
って，事実上決められてしまうのである。
3番目の短期志向については，企業エリートが短期的目的を追求するのに
対して，個々の共同体はその本質上，長期的な位置や発展に関心をもってい
る。企業活動の短期志向については，特にアングロ・サクソン系の諸国に顕
著に見られるところであるが， それが無制限な企業乗っ取りや， 産業空洞
化をもたらすことによって， 共同体の意思に反したものになっているとす
る6)0
このように，現代の市場経済は，多国籍化と中央集権，短期志向といった
特質をもつことになるが，こうした特質をもたらしたものは，多国籍企業の
経済支配力の増大である。ここで多国籍企業とは， 「戦略的意思決定のひと
つの中枢から生産を調整する手段であり，この調整が複数の国境を越えた企
業形態をとるもの」7)である。
この定義からも明らかなように，彼らは，多国籍企業化の動因としては，
市場における交換よりも直接的支配を目的としたもので，寡占的競争相手に
対する攻撃や防御のために必要になったものだとする。そして多国籍企業
は，共同体や従業員に対しては，分断と統治 (divideand rule)にもとづ
いて強大な権限をふるうようになる。
こうしたことから多国籍企業は，国民経済に対して独占化や産業空洞化，
民主主義の侵害といった問題をもたらすことになる。さらに多国籍企業は，
地域的ニーズに対する感性を欠いており，地域のイニシアティプや主権， 自
主性を抑圧する傾向にあることから， 各地域の同質化効果をもたらすとい
う。つまり多国籍企業は，彼らの私的利潤や規模，多国籍的柔軟性を追求す
る結果として，国民国家をさまざまな問題で悩ませているのである。
6) Ibid., pp. 88-89. 
7) David Bailey, George Harte and Roger Sugden, Making Transnationals 
Accountable-A Sign~がcant Step for Britain, Routledge, 1994, p. 2. 
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この問題の根本的な解決は，政府が民主的な意思決定を導入し，多国籍企
業を規制することである。ただ彼らは，中央集権的な計画経済はその破綻が
明らかなことから否定し，市場経済を認めながらこの課題を模索しようとす
る。
そのため彼らの研究の意図は，いくつかの段階を経て，政策立案者たちの
間で最大限に支持され， 受け入れられるような多国籍企業監視戦略を提唱
することにある。そしてこれを彼らはごく穏健な接近方法 (softly-softly
approach)と称している8)0 
以下では，彼らがこうした方法をとるに到った背景をなす，イギリス経済
の問題点と，多国籍企業に対する政策の特徴を，同書に依りながら紹介する
こととしよう。
2. 多国籍企業に左右されるイギリス経済
1970年代以降，イギリスの経済力は衰退過程をたどってきたことは，一般
に認められるところであろう。 93年の 1人当たり GNPで見ると，イギリス
は16,239ドルで，ョーロッパの中ではドイツ（23,321)，フランス (21,818),
イタリア (17,460)に抜かれ，スペイン (12,241)は上回るものの，下位グ
Jレープに近い位置にある匹経済力で見る限り，かつての大英帝国の威光は
消滅したと言って過言ではない。
しかし個別企業のレベルでは，イギリス企業の力は必ずしも衰えている訳
ではない。 フォーチュンの世界企業ランキングでは， イギリス企業は上位
500社中41社が入っており，アメリカ， 日本に次ぐ数を示している。とくに，
食品加工や化学，小売業などの分野では有力な多国籍企業が存在している 10)0 
8) Ibid., p. 2. 
9)この数値については， 日本銀行「日本経済を中心とする国際比較統計」第31号，
1994年， 29ペー ジ。
10) Fortune, July 25, 1994, pp. 184-185. ただしこれには， ロイヤルダッチ・シ
ェルなどの，オランダとの合弁企業4社は含まれていない。
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第1表 イギリス製造業販売高に占める外国企業のシェア
年 飴 年 ％ 
1975 18.80 1985 20.33 
1977 21.21 1986 19.43 
1979 21. 70 1987 21. 00 
1981 19.41 1988 20.66 
1983 20,37 1989 24.06 
1984 21. 34 
出所： Bailey,Harte and Sugden, Making Transnationals 
Accountable p. 4. 
他方で，外国多国籍企業の進出も著しい。 94年にはローバー (Rover)社
がドイツの BMWに買収され． イギリスの自動車産業はほとんど外国企業
に支配されるところとなった。日本企業では， トヨタや日産．ホンダが現地
生産を拡大しつつある。総じて，製造業では機械産業分野を中心に，外国企
業の影響力が強まっているのが現状である。
第 1表は， こうした外国企業の占める売上高のシェアを示したものであ
る。これからわかるように． 89年でイギリスに進出した外国企業は，製造業
売上高の24%を占めており，実に 4分の 1が支配されていることになる。し
かも．外国企業のシェアは着実に増える傾向にある。最近のローバーのよう
に，大企業が外国企業に買収されるケースが増えれば，この数値はさらに上
昇するものと思われる。さらにこの表での外国企業の定義は，外国企業の持
株比率51彩以上のものとなっており，実質的に外国支配下にあるものを含め
れば，この数値は過少評価になるとしている。
この点については，『エコノミスト』も次のように指摘している。
「イギリス産業のあまりに多くが (1990年で25%)外国人によって支配さ
れており．あまりに多くのイギリスの戦力が脆弱なサービス産業に置かれて
いる。サービス産業はイギリスの GDPの649るを占め．他方製造業のシェア
は22彩に落ち込んだ」11)0 
11) The Economist, May 28th-June 3rd, 1994, p. 104. 
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第2表 イギリスの製造業販売高に占める
主要イギリス多国籍企業28社のシェア
?
％＇ 年 ％ 
1975 
1979 
16.08 
15. 13 
1977 
1981 
15.34 
16. 72 
原注：ここでの28社は以下の企業である。
Pilkington Brothers pie, Thomas Tilling pie, BICC 
pie, The General Electric Co pie, Thorn EM! pie, 
Associated British Foods Ltd, Cadbury Schweppes 
pie, Hanson Trust plc, Rank Hovis McDougall plc, 
Rowntree Mackintosh pie, Tate and Lyle plc, 
Unigate Ltd, United Biscuits (Holdings) Ltd, 
Beecham Group plc, Reckitt & Colman plc, 
Babcock International plc, Hawker Siddeley Group 
pie, IM! pie, Johnson Matthey & Co pie, Metal 
Box pie, Rio Tinto Zinc Corporation Ltd, TI 
Group pie, BL plc, Guest Keen & Nettlefold plc, 
Lucas Industries pie, Reed International pie, 
Coates Paton pie and Courtaulds pie. 
出所： Ibid.,p. 4. 
そして外国多国籍企業の支配が強まる一方で，イギリス多国籍企業のシェ
アは維持されてきた。第 2表は，イギリス多国籍企業28社のシェアの推移を
示したものであるが，その数値は大体1696前後で安定している。しかし，ゎ
ずか28社で，イギリス製造業売上高の16飴を占めるということは，少数企業
への集中度が著しく高いと言うことができる。
つまりイギリス経済は，製造業の衰退が進行する中で，外国多国籍企業の
侵入によるそれらの支配力の拡大が進んだにもかかわらず，イギリス多国籍
企業はその地位を保持し続けているのである。そしてこのことは，イギリス
の産業や雇用，国際収支の動向が，少数の内外多国籍企業によって大きく左
右されることを意味している。それでは，これに対してイギリス政府はどの
ような政策を採用してきたのか，以下で見ることとしよう。
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3. イギリス政府の多国籍企業政策
ここでは，イギリス政府の政策を，対外進出に対するものと，対内投資と
に分けて検討しよう 12)。
まず対外進出について見ると，基本的には自由放任(freerein)であった。
1970年代においても，唯一の対外投資規制は1947年の為替管理法(Exchange
Control Act)にもとづくものであった。そこでは，もっばら対外投資の金
融的連関に関心が置かれ，それが国内産業に及ぽす効果については全く無関
心であった。
例えば88年に，スイスのネッスル社が菓子メーカーのロウントリー(Rown-
tree)を買収した時にも， 独占・合併委員会 (Monopoliesand Mergers 
Commission)では全く調査すらしなかった。これは対内投資の問題である
が，議会ではこの理由として，対外投資の重要性が語られた。つまりイギリ
スは多くの海外資産を有する投資国であり，ネッスル社の買収を阻止するこ
とは，相手国の報復措置を招いて，イギリスの対外投資を危機に陥れるとい
うものであった。
ここに見られるように，イギリス経済にとって対外投資は望ましいもので
あるという金融国家の伝統的な見解があり，投資規制などはほとんど考えら
れなかったといえる。
これに対してサグデンらは，イギリス企業の対外投資は産業空洞化をもた
らしており，国内雇用を減少させていると批判する。対外投資と産業空洞化
の関連については，対外投資が現実に産業の海外移転をもたらしているかど
うかが問われねばなるまい。これについては， 72年から83年の10年間の推計
として，イギリス多国籍企業の国内雇用は60万人減少し，他方海外雇用は10
万人増加したとしている。つまり雇用の海外移転が進行したわけで，このこ
12)本節は， Baily,Harte, Sugdenの前掲書の第2章， pp.10-22の概要をまとめ
れものである。
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とは多国籍企業が労働力に対する「分断・統治」戦術を行った結果だと主張
している。
これに対して，政府の自由放任政策は，多園籍企業の活動について，十分
な情報にもとづいたものではなかった。この点を労働党は77年に，多国籍企
業に関する情報が不足していると指摘していた。しかしその後の保守党，サ
ッチャー政権のもとでは， 自由市場に対するイデオロギー的な信仰もあっ
て，自由放任政策は当然のこととして維持されてきたのである。
それでは次に，外国多国籍企業の対内投資については，どのような政策が
採られてきたのか見ることとしよう。
イギリス政府は，外国多国籍企業に対しては，基本的に暖かい歓迎の態度
をとってきた。この態度は，保守党政権において明らかであった。しかし，
労働党も実質的には同じ態度だったと，彼らは主張する。
イギリスも，他の先進国と同様に，対内投資に対してはいくつかの制限を
設けてきた。これらの制限の多くは，非製造業を対象としたものであった。
例えば，航空輸送や放送，保険，それに最近の民営化企業などである。製造
業も無視されてきたのではなかった。 1947年為替菅理法は， 60年代にクライ
スラーの進出を阻止するのに役立った。さらに 1975年の産業法 (Industry
Act)は，重要な製造会社の支配権が非居住者の手に渡ることを，関連した
省庁が阻止できるようにしたし，さらに独占・合併委員会 (Monopoliesand 
Mergers Commission)は，イギリス企業の外国からの乗っ取りに反対して
助言を行ってきた。
しかしながら，これらのものによって対内投資が制限されたケースは，ご
く限られたものにすぎなかった。独占・合併委員会に75年から86年の間に回
付された外国企業による買収の事例は，わずか 10件にすぎなかった。 これ
は， 78年から81年の買収において，わずか225iるが回付されたことになる。同
様に， 1975年産業法の能力はほとんど利用されてこなかった。また，同法で
の“支配”は最低30％の所有権比率を意味しており，それ以下での実質的な
支配に対しては無力であった。さらに為替管理法では，対内投資が国際収支
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に及ぽす影響力や，それの応範な意味を考慮して認可を決めることが可能で
あった。しかし，これについても情報収集が行われないのが通例であった。
さらにそればかりでなく，イギリスは70年代後半以降，外国投資家に自身
を売る努力を，ますます熱心に行ってきた。例えば77年に労働党政権は，貿
易産業省 (Departmentof Trade and Industry)に対英投資局(theInvest 
in Britain Bureau)を設立して，対英投資を促進している。それは，特定
の投資家に対して助言や援助を行ってきたし， 「イギリスー好まれる立地」
と題する見栄えのいいパンフレットを作成してきた。例えばその 91年版で
は，ィギリスの労働コストが，アメリカや日本，さらにEC内の多くの他の
国ぐによりも著しく低いことに注意を呼びかけている。つまり相対的な低賃
金を売り物にしているのである。さらにスコットランドやウエールズ，北ア
イルランドの各地域においても，対内投資促進のための部局を設けて，互い
に受け入れを競い合っている状況である。
以上のような，イギリス政府の態度をもたらしてきたものは，外国企業の
存在がイギリスにとって利益のあるものだという単純な見解である。 しか
し，対内投資が有利だという信念は，情報の質が貧弱で不確実な根拠による
ものであった。その理由としては，産業政策に対する責任が，政府の多くの
省庁に分散しているために，どの省も多国籍企業に対して重大な関心を払っ
てこなかったということがあげられる。つまり，イギリスヘの対内投資に関
して，体系的で効果的な監視は全く存在しなかったのである。
一般に，対内投資は直接的に次のようなメリットをもたらすと考えられて
いる。国際収支の改善や雇用の増加，さらに優れた技術基盤を導入すること
である。それに間接的なものとして，対外投資から利益を得ている国は，外
国からの投資を拒絶できないと考えられてきた。
しかし，これらの想定されてきた利益は，それらの全く不安定な根拠を明
らかにすれば，反論可能なものである。対内投資は，短期的には失業者救済
に役立つかもしれない。しかしそうした投資は自由気ままな傾向があり，ィ
ギリスに長期的に関与するものとは限らない。自由放任にすれば，将来他国
イギリスにおける多国籍企業に対する民主的規制論について（杉野） （483)11 
で発展を見込めば，イギリスでの生産を閉鎖することになろう。つまり，対
内投資自由化政策は，将来に雇用悪化や貿易困難の種をまく可能性があるの
である。
さらに多国籍企業は，イギリスでのプランド知名度が高まると，それを活
用して市場での独占力を確保するために，外国品であっても国産品のように
装うことがある。つまり国産品愛用感情を利用して，市場支配力を輸入や海
外雇用の増大に用いているのである。
このように対内投資には， 利益とともに不利益も考えなければならない
が，それにもかかわらず，政府の考えは十分な情報にもとづいたものではな
かったのである。その結果，対内投資歓迎政策は，その不利益を最小化し，
利益を最大化することには，ほとんど何も役割を果たしてこなかったのであ
る。
4. 多国籍企業に対する監視戦略の提唱
以上のように，彼らはイギリス政府が多国籍企業に対して，先進各国の中
でも最も自由放任の政策を採っており， しかもそれは，多国籍企業の行動や
影響に関する全く不正確でとぽしい情報にもとづいていると主張する。そこ
で彼らが提唱するのが，多国籍企業に対する長期的な監視戦略(monitoring
strategy)である 13)0 
そして，監視の基礎となる情報収集を行う機関として，ィギリス多国籍企
業センター (BritishCentre on Transnational Corporations)の設立を
提案する。 このセンターは， 多国籍企業の行動や影響に関する情報を収集
し，報告書を作成し，そしてこれらを使って経済政策や多国籍企業の態度，
および多国籍企業に対する態度に影響を与える。 これによって政府の政策
は，拙速を避けて，着実に前進するような，進化プロセスを始めるものと期
待する。
13)本節は，同上帯の第4章， p.53・・67の要約である。
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このセンターは，重要だと考えられる問題について，情報を集収する能力
を持たねばならない。そしてセンターは，情報を加工して，特定の多国籍企
業の「経済的・社会的計算書」を集計する。例えば，それは雇用の質と量，
競争，地域開発や技術進歩に対する効果を報告する。
この構想と同じものが，過去にどこかの国で実施されたという前例は存在
しない。しかし，同様のアプローチが以前にカナダ政府によって採用されて
いたので，以下それを検討することとしよう。
カナダでは1970年代初に，外国多国籍企業のカナダでの行動に批判が高ま
っていた。その表れが， 72年のグレイ・レポートである。それを受けて73年
に外国投資調査法 (ForeignInvestment Review Act)にもとづいて，外
国投資の申し込みを審査するために，連邦レベルで外国投資調査庁 (FIRA)
が設立された。
FIRAは，広範な外国投資を審査対象とした。つまり総ての新規投資と，
25万カナダドル以上の資産，または30万カナダドル以上の総収入のあるカナ
ダ企業の取得である。そして投資の評価，およびその後の監視の規準として
は，次のものがあった。まず経済活動の水準や性質に及ぽす投資の影響とし
ては雇用，資源加工，カナダ製の部品・構成品・サービスの使用，カナダか
らの輸出である。次にカナダ人が，それらの事業や産業において，どの程度
そしてどんな地位で参加しているかが調べられた。また投資の効果として生
産性，産業の効率性， 技術発展， 製品開発， 製品の多様性があった。 さら
に，投資が競争構造に及ぽす効果や，それが国家の産業，経済，文化政策と
一致するかどうかが，規準とされた。
この調査は，カナダにとって重要な利益を確保することを目的としたもの
であった。そして投資が行われた後も， 5年間は通常は監視が続けられた。
規準に合わないいくつかのケースでは， FIRAによって再交渉が行われた
し，それは多国籍企業に対して承認を拒否して法的措置をとる権限も持って
いた。
そして，年々の投資申し込みに対する拒否比率は，高い年で10彩台，低く
イギリスにおける多国籍企業に対する民主的規制論について（杉野） （485)13 
て10％以下の範囲であった。この数値に対する評価は，強硬派と反対派によ
って大きく別れた。前者は FIRAは軟弱すぎて， 番犬ではなく愛玩犬だと
言ったし，後者は，審査過程が秘密的で恣意的なので，外国投資家は投資を
妨げられていると主張した。
結局， FIRAへの批判が強まり， 84年に保守党政権の時代に入ると，政策
の決定的な転換が起こった。外国投資調査法はカナダ投資法 (Investment
Canada Act)に置き変えられ，新しい機関として投資カナダ (Investment
Canada)が設立された。これはカナダヘの投資を奨励し，便宜提供を行う
ためのものになった。
それでは， FIRAとイギリス多国籍企業センター（BCTC)構想とは， ど
のように異なるのであろうか。 FIRAは本質的に，対内投資の申し込みを審
査し，投資諸条件を交渉するための機関であった。しかし BCTCは， どち
らも行わない。それは，イギリスおよび外国多国籍企業の行動や影響に関す
る情報を収集し，経済的・社会的計算書を用意して分析する。その考えは，
ただ情報基盤を提供し，戦略的可能性を議論し，そして無知を一掃するため
のものである。それ故， FIRAのような機関をイギリスに設立しようとする
ものではない。
それでは， BCTCの施行細則はどのようなものになるであろうか， FIRA
は，その審査過程が秘密で恣意的なことを批判された。一般に投資家は，政
策設計の明瞭性と単純さを評価するので， BCTCはその目的と任務を特定
する必要がある。
BCTCは， 現在公表されている情報を集め，必要な場合には， 企業自身
からもっと多くの情報を入手することによって，報告書を用意する。その一
般的な目標は，広く公衆が入手可能な報告や分析を提供することにある。そ
の公開が必要な理由は，以下の 3点にある。 まず第 1に， BCTCの明確な
目的のひとつは，大衆の無知を一掃することにある。第2に， BCTCの重
要な特質としては，戦略的な選択肢を幅広く議論するために，継続的な感化
作用や焦点を提供することである。第 3に，これは報告書や分析を公表する
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透明な組織である。もし透明でなければ，それが多国籍企業によって牛耳ら
れてしまう危険性があるからである。
次に BCTCの政府省庁との関係については，貿易産業大臣に直接に責任
を負う，公的機関であると考えている。多国籍企業に接近する戦略が，政府
の産業政策の重要な側面であることから，その大臣との緊密な関係は必要不
可欠である。
BCTCの規模については， 断言的に言うことはできないが， それは，意
味のあるだけの数の企業を監視しなければならない。合理的な目標として
は，毎年75社の多国籍企業の経済的， 社会的計算書を準備することになろ
う。たった45社の主要イギリス多国籍企業が80年代初頭において，製造業雇
用全体のおよそ 4分の 1を占めていることを考えれば， 75社は十分と言えよ
う。その75社はイギリスおよび外国企業から選択され，その内の多国籍企業
50社については，数年にわたって継続的に監視される。残りの25社は，毎年
無作為に選ばれることになる。
この75社の計算書を用意し分析するには， 50人から75人の専門家の中核ス
タッフを必要とする。彼らにはまた，補助的要員が必要である。この費用と
しては，おそらく毎年700万～1,000万ポンドになると思われる。
おわりに
以上のように，ロジャー・サグデン教授らによる，多国籍企業研究や BC
TC設立構想を概観してきた。多国籍企業に関するデータは，わが国でも十
分でないのが実情である。むろん，個々の企業の有価証券報告書や，貿易，
投資のデータを通じて，多国籍化の実態を検討することは可能である。
しかし，彼らが主張するように，多国籍企業の行動とそれの社会経済的影
響に関しては，十分な情報が得られるとは言い難い。例えば最近の日本企業
の海外進出に対しても，それが日本の雇用の質と量にどのような影響を及ぽ
しつつあるのか，また産業空洞化が進行しているか否か，議論が分かれると
イギリスにおける多国籍企業に対する民主的規制論について（杉野） （487)15 
ころである。
カナダの FIRAの事例にも表れているように， 80年代以降は，発展途上
国も含めて世界的に，対外・対内投資を自由化，促進し，市場競争を経済発
展に利用しようとするのが大勢である。しかし果たしてそれは，経済生活を
真に豊かにしているのか，経済の量的発展ばかりでなく，経済の質や環境，
地域開発，社会変化をも考慮に入れた計算を行う必要がある。
ただし，そのためには，具体的に多国籍企業に対してどのような手段が採
られるべきなのか，彼らもこの点についは模索中である。中央計画経済の失
敗は明らかであり，多国籍企業規制も成功している例はない。むしろこの点
では， 日本の通産省の政策をイギリスの参考にしようとしているのである。
ともあれ，こうしたことから彼らの提案は控え目で， とり合えず企業活
動に関する情報不足を批判し，将来の政策決定の基礎として BCTCを設立
し，多国籍企業の情報収集を行うことで，議論を広げようということであろ
う。
次に彼らの主張の背後にある，イギリス経済の特質，日本経済との違いに
も目を向けておく必要がある。イギリスでは，既に産業空洞化が進行し，国
際収支や雇用に悪影響を及ぽしている。イギリス製造業は，自動車産業に典
型的に見られるように衰退し，最近ではポンド切り下げもあって対内投資が
増大し，産業の多くが外国多国籍企業によって支えられている状況にある。
さらにイギリスにとって深刻なことは，将来の発展を担う中堅企業の存在
がとぽしいことである。『エコノミスト』によれば14)，イギリスは中堅企業の
骨格を欠いており，大陸ヨーロッパでは，従業員 100人から 499人の中堅企
業が雇用の 30％近くを占めているのに，イギリスでは 16%にすぎないとい
う。つまりこのことを裏返せば，それだけ内外の巨大多国籍企業のシェアが
高く，少数の企業幹部の意思決定によって，経済全体が左右される度合が高
いということになろう。
14) The Economist, op. cit., p. 105. 
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こうしたことから，彼らの提唱する産業政策も，多国籍企業に焦点をあて
たものとならざるをえないのである。彼らの主張の中に，中小企業の育成と
いう視点が明確でないのは，こうしたイギリス経済の現実を反映したもので
あろう。またイギリス製造業の発展は，資本や技術さらに雇用においても，
外国多国籍企業への依存を強めており，このことが明確な多国籍企業に対す
る公的規制を打ち出せない根拠にもなっている。
次に日本経済との決定的な差異は，戦後日本が製造業の急成長を基盤とし
て，輸出拡大，海外進出によって経済発展を実現したのに対して，イギリス
はその反対に，製造業の衰退によって経済力を低下させてきた。そしてこの
ことは最近になって始まったものではなく，産業革命以降のイギリス資本主
義が構造的にもっている，地主・金融資本家優位の体制によってもたらされ
てきたものであるとの見解が広まってきた15)。彼らが製造業を復興させるた
めの産業政策を主張するのも，イギリスでは国際化した金融資本の支配体制
の下で，産業の発展が抑圧されてきたと考えているからである。つまりイギ
リスの政策を特徴づける，対外・対内投資の自由放任政策は，産業の利益に
逆行して， 金融の利益を優先したものだと考えているのである。その意味
で，産業政策の提唱は，金融支配に対する批判を意味していることも，念頭
に置かねばなるまい。
なお最後に，彼らの最近の活発な研究活動について，本稿ではそれらの一
部しかとりあげることができなかった。そのため末尾に刊行書の一覧を付記
する。
15)イギリスの産業革命は，従来考えられてきたような産業資本が主体となったもの
ではなく，地主や金融・商業王がリードしたものであったという，ジェントルマン
・キャヒ°タリズム論が台頭している。それをめぐる議論を検討したものとしては，
さしあたり以下を参照されたい。湯沢威「イギリス経済史の再構築に向けて」「社
会経済史学」 Vol.58, 1, 1992年， 7-29ペー ジ。
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